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キーワード：協働的な学校組織 不登校生徒支援 学校・家庭・地域との連携 

 

要旨： 東京都教育振興基本計画「東京都教育ビジョン（第４次）」内の「基

本的な方針４」における現状と課題では、都内の中学校の不登校生徒数

が増加傾向にあることや、不登校生徒を関係機関が連携し、社会全体で

支援するとともに、再チャレンジの教育環境を充実させる必要があると

明記されている。 

令和３年度「問題行動調査結果」によると、全国の不登校生徒数は、

163,442人に達し、その割合が 5.0％という結果だった。都内Ａ中学校

では、21人を認知し、その割合が 6.3％と全国の不登校生徒の割合を上

回る結果であった。 

このようなＡ中学校の現状において、教職員全体が不登校生徒に課題

意識をもち、互いに支え合う協働的な学校組織を構築し、不登校生徒を

支援する必要があると考えた。そこで本研究の成果を得るため、先駆的

に取り組む学校や自治体を訪問調査・分析した後、支援ルームの設置・

運用に向けたプログラムを作成し、Ａ中学校等に提案することとした。
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Ⅰ 課題研究設定の背景と問題 
 

「東京都教育ビジョン（第４次）」の中の「基本的な

方針４」にある現状と課題において、都内の中学校の

不登校生徒数が増加傾向にあることや、不登校生徒を

関係機関が連携し、社会全体で支援するとともに、再

チャレンジの教育環境を充実させる必要があると明記

されている。 

令和３年度「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指

導上の諸課題に関する調査結果」によると、不登校生

徒数は、163,442人に達している。都内Ａ中学校では、

21人を不登校生徒と認知し、全校生徒に対する割合が

6.3％であり、全国の不登校生徒の割合である 5.0％と

比べ高い数値を示した。 

 このようなＡ中学校の現状において、教職員全体が

不登校生徒に課題意識をもち、各職層が互いに支え合

う協働的な学校組織を構築し、不登校生徒を支援する

ための具体的な方策を立て実践する必要があると考え

る。 

 

Ⅱ 本研究の目的 
 

 本研究を以下の目的で進めていく。 

（１）先駆的に不登校生徒支援に取り組んでいる学校

における支援策を調査・分析する。 

（２）不登校生徒が学習や教育相談等の支援を受け、

自らの進路を主体的に考える力を培える不登

校生徒のための別室、「支援ルーム」の設置を提

案する。 

（３）様々な教育課題に対応できる学校内の組織体制

づくりと学校外の人材を活用し、開かれた学校

を推進する方策を提案する。 

 

Ⅲ 研究方法 
 

研究の目的に迫るため、①先行研究の整理②Ａ中学

校及びＢ市立中学校における実態調査③先行事例校

調査④今後の不登校生徒支援の動向を調査・分析する。

主に③先行事例校の不登校支援の取り組みや協働的な

学校組織の構築について調査するため事例校を訪問し、

担当職員や学校長へのインタビューを基に、支援ルー

ムの設置・運用に向けたプログラム作成し、Ａ中学校
等に提案する。 

 

Ⅳ Ａ中学校及びＢ市立中学校における実態

調査 
 

１ Ａ中学校における実態調査 

Ａ中学校教職員を対象に、教育課題への意識や教育

課題に組織的に対応しているか、不登校生徒に対する

支援の在り方について、現状と課題を明らかにするた

め、質問紙調査を行った。 

（１）アンケート調査の方法 

 令和４年７月の職員会議で学校長から本研究の 

趣旨を説明してもらい、Ａ中学校教職員を対象にアン

ケート調査を行った。（回答数 14人） 
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図１ Ａ中学校教職員が考える教育課題 

 

（２）アンケート調査の結果から 

Ａ中学校教職員が教育課題として最も挙げていた

のが生徒の学力（86％）であった。一方不登校生徒に

課題意識がある教員は、半数（50％）に止まり、必ず

しも不登校生徒を課題として捉えていない状況が見ら

れた。このことから、支援ル－ムの設置等具体的な支

援策を検討することを通し、Ａ中学校の教職員の不登

校生徒支援に対する意識を向上させる必要があると考

える。 

 

２ Ｂ市立中学校における実態調査 

（１）アンケート調査の方法 

 令和４年７月のＢ市立中学校長会にて学校長から研

究の趣旨を説明してもらい、各学校の生活指導主任対

象にアンケート調査を依頼した。（回答数 17人 内訳：

生活指導主任15人 校長２人） 
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図２ Ｂ市立中学校が考える所属校の教育課題 

 

（２）アンケート調査の結果から 

各校の生活指導主任が考える各学校の教育課題は、

不登校生徒（88％）だった。各学校で不登校生徒への

対応に苦慮し、課題をもっていることが理解できる。 

また、Ｂ市立中学校では、回答のあった 17校中 13

校がすでに支援ルーム的機能のある別室での指導を行

っている。Ｂ市立中学校の不登校生徒支援の動向をＡ

中学校の教職員に伝達し、Ａ中学校においても、支援

ルームの設置・運用のための具体的な方策を検討する

必要があると考える。 

 

Ⅴ 先行事例校訪問調査 
 

本研究の当初で、不登校生徒支援を先駆的に取り組

んでいる自治体や学校を調査したところ、Ｈ県Ｋ市立

Ｙ中学校、Ｋ県Ｙ市立Ｙ小学校、Ａ県Ｏ市立中学校の

取組が、本研究の目的や方向性と合致すると考えた。
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そこで実態調査を行った後にＨ県Ｋ市立Ｙ中学校、Ｋ

県Ｙ市立Ｙ小学校を訪問し、施設見学を行った。 

２校ともに別室で学習や様々な体験活動ができる

環境が整えられ、不登校生徒の学習意欲や社会的自立

を促す活動の工夫が見られた。 

 

Ⅵ 仮説 

 

本研究における①先行研究の整理②実態調査③先

行事例校調査④今後の不登校支援の動向を踏まえ以下

のように仮説を立てた。 

（１）支援ルームを設置することで、不登校生徒が学

校へ登校しやすくなる。 

（２） 支援ルーム内の個別や小集団による学習により、 

自ら学ぶ力や社会性を身に付け、将来の進路を

主体的に考えられるようになる。 

（３）不登校生徒支援に組織的に取り組むことで教職

員の教育課題への意識が高まる。 

（４）教育課題の対応で妨げとなる人的、時間的課題

を軽減する方策として、外部人材との連携によ

り協働的な学校体制が構築できる。 

 

Ⅶ 支援ルーム設置・運用の具体的な方策 
 

支援ルームの設置・運用で不登校生徒支援が可能と

なるとともに学校組織が強固になることは、先行事例

校の調査で明らかになった。Ａ中学校の組織体制を考

察し、本研究の成果である支援ルームの設置・運用に

向けた具体的な方策を提案する。 

（１）特別支援生徒相談委員会の機能の充実 

特支委員会への参加を固定化せず、学年の出席者を

ローテーション化し、不登校生徒の情報の共有化を推

進し、学校運営に生かす必要がある。 

（２）支援ルームでの学習支援・指導内容の工夫 

生徒それぞれの得意分野（料理、裁縫、絵画等）や

自然体験、校外学習等の体験活動を取り入れ、学習意

欲の向上や社会性の育成を目指す。 

また、未学習部分を補うため、タブレット端末を活

用し、在籍学級以外の授業や下学年の授業にオンライ

ンで参加するなど、一人一人の実態に合わせた支援を

行う。 

（３）支援ルーム運用のための人材確保 

 学校外の人材を幅広く確保するため、学校運営協議

会の委員を通じた地域ボランティアや近隣大学の学生、

東京都が配置する、不登校対応加配教員や家庭と子供

の支援員を活用する。また、福祉的支援が必要な場合、

Ｍ市が配置するＳＳＷと連携し、教育相談体制を築く。 

支援ルームの運用には、異なる専門性や役割をもつ

人材との「相互コンサルテーション」を実践する。 

（４）支援ルーム入級のシステム化 

 支援ルーム設置要綱及び運用マニュアルをあらかじ

め整備するとともに、入級申請書、生徒理解・支援シ

ートなどの様式を事前に用意する。入級前に生徒・保

護者と関係者との綿密な事前面談や１ヶ月仮入級体験

などを通して適正かつ迅速な入級を実現する。 

 

Ⅷ 本研究の成果 
 

（１）支援ルーム設置・運用に向けた取組 
先行事例校を訪問し、実際に担当する教職員や学校

長のインタビュー、施設見学を行った。そこでの調査

結果の分析をＡ中学校に報告し、来年度、Ａ中学校に

支援ルームの設置・運用が決定した。 

（２）教職員や外部人材を活用した協働的な組織体制

の構築に向けた提案 

先行事例校では、校長のリーダーシップにより、教

職員の専門性を活かした教育実践や学校内外の人材を

有効活用した取り組みを推進していた。 

Ａ中学校では、特支委員会が不登校生徒の具体的な

支援を検討するため、特別支援教育コーディネーター

の主導的役割を活かし、同僚性のある雰囲気で特支委

員会を運用することができた。 

 

Ⅸ 今後の課題 
 

（１）特別支援生徒相談委員会委員の役割 

特別支援コーディネーターを中心に委員一人一人

が各学年内の不登校生徒支援の主導的な役割を担う必

要がある。 

（２）支援ルームの効果的な運用 

 支援ルームの効果的運用には、定期的に調査・分析・

振り返り・評価する必要がある。そのために運用プロ

グラム（運用マニュアル）を作成し、意図的・計画的

な運用を評価する必要がある。 

（３）外部人材の確保 

 外部人材を活用するために学校支援本部（地域学校

協働本部）や地域のボランティアコーディネーター、

ＰＴＡに定期的に周知する必要がある。また福祉的な

支援が必要な場合は、Ｂ市が配置するＳＳＷを活用す

る。 

（４）支援ルームの普及 

本研究は、支援ルームの設置をＡ中学校に限定した

が、Ｂ市立中学校の管理職にアンケート調査を依頼し、

不登校生徒支援や学校の組織体制について調査及び分

析した。その結果支援ルーム的機能の別室教室の未設

置校がＡ中学校以外にも４校あることが分かった。不

登校生徒の具体的な支援策として支援ルームの有効性

を提案し、Ｂ市立中学校が一体となって不登校生支援

に取り組む必要性を学校または、Ｂ市立教育委員会に

提案する。 

（５）管理職のリーダーシップの下の組織体制 

教育課題解決への具体的な方策を学校経営方針で

明記し、実際に取り組む必要がある。管理職のリーダ

ーシップの下、校内の教職員の専門性を生かし、協働

的な組織体制を充実させる。 


